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Ⅰ　専門分野の成長戦略

商工業分野
商工業分野の取り組みの概要

　①　産業振興計画のこれまでの取り組みによる成果と課題
　　　商工業分野では「製造品出荷額等」を代表する指標とし、令和元年には6,000億円以上を　
　達成する目標を掲げ、企業支援などの取り組みを進めてきた結果、平成29年の製造品出荷額
　等は5,810億円と、着実に成果が現れています。
　　地産・外商を支える取り組みとして、ものづくり企業等の事業戦略及び地域の事業者の経
　営基盤強化に向けた経営計画の策定・実行を支援してきました。また、IT・コンテンツ関連
　企業の誘致と課題解決型産業創出の取り組みを進めてきました。
　　地産の強化では、製品・技術の開発への支援や設備投資の促進等により、企業の生産性向
　上を支援することで、生産額や雇用数の増加に繋がりました。防災関連産業や紙産業など、
　本県の強みを生かした産業の振興を図り、売上高や製造品出荷額が順調に伸びています。
　　外商の強化では、ものづくり地産地消・外商センターの外商支援体制と活動の抜本強化を
　図ることで、外商支援による成約額が大幅に増加するなど成果が出ています。
　　企業立地では、事務系企業を中心とした新設と、既立地企業の増設及びそれに伴う新規雇
　用が着実に増加しています。人材の確保では、新規学卒者の県内就職の促進や中核人材の確
　保を図るとともに、喫緊の課題である事業承継の促進に向けた取り組みを進めています。
　　しかしながら、深刻化する人手不足の解消には、県内企業の人材の確保・育成・定着や
　AI・IoTなどのデジタル技術を活用した生産性向上をさらに推進する必要があります。

　②　次期計画の取り組み
　　　第４期計画においても製造品出荷額等を代表する指標に定め、最終年度（令和５年）の目
　標である6,500億円以上の達成に向けて、以下の６つを柱にして取り組みを進めていきます。
　柱１　事業者の戦略策定・実行と働き方改革の推進
　　産業振興センターにおいて、事業戦略の実行支援に重点を置いて支援するとともに、引き
　続き、地域の事業者の経営計画策定・実行を支援します。加えて、人材の定着・確保にも繋
　がるよう、経営基盤強化の取り組みと連携した働き方改革も併せて推進します。

　柱２　高知版Society5.0の実現に向けた産業集積と課題解決型産業創出の加速化
　　IT・コンテンツ人材の育成・確保策を充実することにより、関連産業の集積の拡大を図る
　とともに、県内外の企業やベンチャー、大学等が参加するオープン・イノベーション・プ
　ラットフォームを構築することにより、課題解決型産業創出の加速化を図ります。

　柱３　絶え間ないものづくりへの挑戦
　　県内企業の生産性を向上させるための支援を強化します。また、防災関連産業のさらなる
　振興に向け、引き続き価値提案型の製品開発を推進します。

　柱４　外商の加速化と海外展開の促進
　　国内については、製品のさらなる充実と新たなチャネルやエリアへの販路の拡大に向け、
　さらなる外商活動の強化を図ります。海外については、JETRO等と連携し、海外戦略づくり
　から成約までの一貫支援により、輸出のさらなる加速化を図ります。

　柱５　企業立地の促進
　　ものづくり企業の強化や第一次産業分野等における地域産業クラスターの構築につながる
　企業及び事務系企業やIT・コンテンツ関連企業の企業立地を促進します。

　柱６　産業人材の育成・確保
　　新規学卒者の県内就職の促進や中核人材の確保に加え、就職氷河期世代の就職支援や外国
　人材の受入環境の整備などに取り組みます。また、円滑な事業承継の推進に向けた取り組み
　を強化します。
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《参考３》

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

1
事業戦略策定
等への支援

〇平成28年度から「事業戦略支援会議」の
もとで「事業戦略」の策定・磨き上げ・実行を
サポート。策定に着手し、完成した企業は
着実に増加。
　着手（うち完成）H28：50(23)→H30：
171(148)

⇒策定後１～２年を経過した企業の売上高
の目標達成率（Ｈ30）
　１年経過：32％、２年経過：42％

○事業戦略に取り組む企業の掘り起こしや
意識の醸成を目的とした普及啓発セミナー
や課題に応じたセグメント別セミナーを開催
　H30：　
　・事業戦略普及開発セミナー　４回
　・セグメント別セミナー　４回
　・ココプラと連携したセミナー　６コース

〇自社で組織的、継続的にPDCAを回す企
業の組織運営力の向上

【商01】
◆事業戦略策定企業へのPDCAの徹底と
実行支援の強化(R2拡充）

①事業戦略策定企業への実行支援の強化【R２～R５】

・（公財）高知県産業振興センター
　：事業戦略の実行段階において自社でのＰＤＣＡの実施が十分でない企業や課題対応に支援が必要な企業
等のフォローを強化する

②事業戦略策定企業へのPDCAの徹底【R２～R５】

・（公財）高知県産業振興センター
　：四半期ごとに売上高や営業利益の目標達成状況を外部有識者による事業戦略支援会議（毎月開催）に報
告し、企業ごとの支援の方向性やアドバイス内容を決定する

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜策定後５年を経過
した企業の売上高
の目標達成割合＞
　　　－
　　　↓
100％（R５）

○

2

関係機関との連
携による地域の
事業者の経営
力強化

○商工会や商工会議所と連携し、意欲的な
事業者の発掘や経営計画の策定・実行支
援を実施
　・経営計画策定支援件数（H28からの累
計）1,773件（H30現在）
　・（H28＋H29）経営計画策定前の業況を
上回った件数998件／1128件（88%）
　　　　　　　　　　　　　↓
小規模事業者にとって経営計画の策定が
経営力強化に繋がっている。

○連絡会議・地域連絡会議を開催し、商工
会・商工会議所による経営計画の策定や実
行への支援の状況、地域の事業者のニー
ズや課題を把握するとともに、産業振興計
画の施策等の情報を共有
　・連絡会議を年３回開催（7月・11月・2月）
　・地域連絡会議を年３回、６ブロック毎に
開催（6月・10月・1月）
　　　　　　　　　　　　　↓
回を重ねることで情報の共有化に繋がって
いる。

○経営計画策定事業者の掘り起こし

○地域事業者の個々の経営課題に対応す
るため、他機関との連携の強化

○経営指導員のさらなる支援力の向上

○事業者の経営計画の策定・実行支援に
関する業務の質的・量的増加に対応し、ＰＤ
ＣＡを着実に回していくための伴走型支援
の充実

○喫緊の課題である事業承継や働き方改
革などへの取り組みの推進

【商02】
◆商工会及び商工会議所との連携による
経営計画の策定と実行への支援（R2拡
充）

①経営計画の策定・実行支援力の強化【R2～R5】

【R2】
県内各商工会・各商工会議所：
　・スーパーバイザーによる集合型ＯＦＦ－ＪＴに事例研修や事業承継診断研修を追加し、経営指導員等の支
援力を強化する。
【R2～R5】
県内各商工会・各商工会議所
　・県小規模事業者等支援実行計画等に基づく商工会・商工会議所の巡回指導を充実させ、経営指導員等が
巡回時にヒアリングシート等を活用し、事業者の持続的発展に向けた支援を図る。

②各支援機関との連携強化【R2～R5】

県内各商工会・各商工会議所：
　・地域連絡会議を開催し、支援機関からの取り組みや事業者の情報などを収集することで今後の支援に活
かす。（6ブロックで年3回）
県経営支援課：
　・県経営計画策定等支援連絡会議を開催し、広域的な課題を共有することで県施策に反映させる。（年3回）
県経営支援課・県商工会連合会：
　・コーディネーターミーティングを開催し、経営支援コーディネーターとスーパーバイザーの活動を評価・検証
する。県は地域での活動を検証し、必要に応じ助言を行い、場合によっては改善を促す。（毎月1回）

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

1,773件
（H28～H30累計）
　　　↓
4,802件
（H28～R5累計）

○ ○ ○
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

分野 商工業分野
戦略の柱 １　事業者の戦略策定・実行と働き方改革の推進

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

3
働き方改革の
推進

○県内企業の働き方改革推進の機運醸成
を図るとともに、多様な人材が能力を発揮
できる職場環境づくりを推進することによ
り、企業等の生産性向上と人材確保に向け
た働き方改革の支援を行った
　また、人手不足が顕著な業種への支援を
強化した

　・【国】働き方改革推進支援センター(H30)
及び幡多出張所(H31)の設置　
     延べ訪問企業数　H30：371件
　　 セミナー開催　H30：59回
　　 延べ相談件数　H30：388件

　・ＷＬＢ推進企業認証制度を５部門に拡大
　　　延べ認証企業数H27：148→H30：233

　・働き方改革セミナーの開催
　　　H29：10回　356社　512人
　　　H30：10回　264社　346人

　・労働環境等実態調査の実施
　　　従業員5人以上の5,000企業を調査
　　　1,968企業から回収、回収率39.4%

　・業種別(製造業、建設業、介護福祉業)の
働き方改革マニュアルを作成し活用セミ
ナーを開催

　・働き方推進職場リーダーの養成

　・モデル優良事例集の作成、配布

　・働き方改革推進キャンペーンの実施
　　　8月：ノー残業デー、11月：有給休暇取
　　 得促進

○働き方改革を進めるための意識醸成
　・経営者や従業員の意識改革促進支援

○プッシュ型支援を柱とした企業の体制づ
くり
　・労働関係法令の普及・啓発支援
　・企業の課題解決を進める人材の育成へ
の支援
　・企業内の働き方改革を推進する組織づ
くりへの支援

○企業の生産性向上に向けた支援
　・生産性向上に向けた働き方改革の支援

○ロールモデルの横展開
　・優良事例のノウハウを共有

【商03】
経営基盤強化と連動した企業の働き方改
革への支援(R2拡充)

①働き方改革を進めるための意識醸成【R2～R5】

　【R2～R5】
　　・県雇用労働政策課：高知県働き方改革推進会議と連携した働き方改革推進キャンペーンの実施
　【R2～R4】
　　・県雇用労働政策課：働き方改革トップセミナーの開催

②プッシュ型支援を柱とした企業の体制づくり【R2～R5】

　【R2～R5】
　　・働き方改革推進支援センター：企業の労働条件や労働環境の整備等を支援
　　・県雇用労働政策課：ＷＬＢ推進企業認証制度の普及拡大
　　・県雇用労働政策課：ＷＬＢ推進アドバイザーによる支援強化（一般事業主行動計画の策定支援）
　【R2～R4】
　　・県雇用労働政策課：ＷＬＢ実践支援事業による企業内で働き方の好循環を生む組織づくりに向けた、働き
方改革の専門家によるコンサルティングの実施
　　・県雇用労働政策課：企業の働き方改革の取り組みの中核となる働き方改革推進職場リーダーを養成　
　【R2】
　　・県雇用労働政策課：働き方改革取組ガイドを作成し、活用した支援強化

③企業の生産性向上に向けた支援【R2～R5】

　【R2～R4】
　　・県雇用労働政策課：ＷＬＢ実践支援事業による企業のコンサルティング（再掲）
　【R2～R5】
　　・産業振興センター、商工会議所、商工会：経営基盤強化の取り組みと連携した働き方改革の推進
　　・県産業創造課：高知版Society5.0の実現に向けた産業集積と課題解決型産業創出の加速化
　　・県工業振興課：生産性向上推進アドバイザーによるプッシュ型支援の強化
　　・工業技術センター：工場の生産性向上、高付加価値製品・技術の開発に向けた支援強化
　　・産業振興センター等：設備投資の実行に向けた支援（国の補助金等の活用）

④ロールモデルの横展開【R2～R5】

　【R2】
　　・県雇用労働政策課：働き方改革取組ガイドを作成・活用した支援、配布（再掲）
　　・県雇用労働政策課：モデル優良事例の紹介（県の広報番組やHP、業界団体等の広報媒体を活用）
　【R3～R5】
　　・県雇用労働政策課：働き方改革取組優良事例集の作成・配布　
　　・県雇用労働政策課：モデル優良事例の紹介（県の広報番組やHP、業界団体等の広報媒体を活用）

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜ワークライフバラ
ンス推進延べ認証
企業数＞
233社・団体(H19～
H30累計)
　　　　　　↓
510社・団体(H19～
R5累計)

＜年次有給休暇の
取得率＞67.2％

＜男性の育児休業
取得率＞25.6％

○



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
○IT・コンテンツ関連企業・Society5.0関連
企業の誘致
・高知版Society5.0の実現に向け、IT・コン
テンツ関連企業の誘致に加え、Society5.0
に関する幅広い分野の企業誘致を推進
・IT・コンテンツ立地助成制度に加え、
Society5.0に関する実証実験の助成制度、
人材育成・確保の取組を積極的に訴求した
誘致活動を展開し、企業集積が進展
　企業立地件数
　　　H27:6件→R元.12: 22件
　新規雇用者数
　　　H27：71人→R元.12： 293人

○Society5.0関連企業の誘致
・Society5.0関連企業に係る立地有望案件
の掘り起こしが重要

○県内各地への企業誘致
・企業誘致による雇用の創出・産業振興の
効果を県内各地に波及させるためには、県
内各地への企業誘致を促進していくことが
必要 【商04】◆ＩＴ・コンテンツ関連企業・

Society5.0関連企業の誘致活動の充実・
強化（R2拡充）

①IT・コンテンツ関連企業・Society5.0関連企業誘致の促進【R２～R５】

　・産業創造課：これまで築いてきた人的ネットワークや立地可能性調査等、さらにはオープンイノベーションプ
ラットフォームの取組みによる企業情報の収集・蓄積などを通じた立地有望企業を掘り起こしと戦略的な企業
誘致の推進

②県内各地への企業誘致の促進【R２～R５】

　・産業創造課：先進事例を紹介する研修会の開催、独自の補助制度創設への助言、市町村と連携した企業
誘致の取組の推進
　・市町村：独自の補助制度の創設、県と連携した企業誘致の推進

③立地後のアフターフォローの実施【R２～R５】

　　・産業創造課：市町村・立地企業と連携した会社説明会や人材育成講座の開催など人材育成・確保を支援
　　・市町村：県・立地企業と連携した会社説明会や人材育成講座の開催など人材育成・確保を支援

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜誘致対象訪問企
業数＞
　　　－
　　　↓
120社（R2～R5累
計）

○

○IT・コンテンツアカデミーによる人材育成
・更なる企業集積、雇用の創出を図るた
め、平成30年度から業界の求める知識や
技術を持つ人材を育成するIT・コンテンツア
カデミーを開講
・中学生から社会人まで幅広く受講をいた
だき、受講生から県内企業への就職者が
出るなど人材育成が進みつつある
　受講者数
　　H27:247人→R元.12：1,172人

○IT・コンテンツアカデミーの充実・強化
・県内IT・コンテンツ企業で活躍する人材の
さらなる育成に加え、Society5.0関連企業
の誘致や県内企業のデジタル化推進のた
めの人材育成など、アカデミーの役割が大
きくなっていることから、アカデミーの質的・
量的（講座内容の充実、定員・受講対象範
囲の拡大など）なバージョンアップが必要

【商05】◆ＩＴ・コンテンツアカデミーによる
人材育成の充実・強化（R2拡充）

①IT・コンテンツアカデミーの開講【R２～R５】

　・産業創造課：講座の企画・運営、就職を希望する受講者と県内企業とのマッチングの支援
　・大学、市町村：県と連携した講座の企画・運営
　・県内外企業：講師の派遣、オーダーメイド講座の企画・運営

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜IT・コンテンツアカ
デミー延べ受講者
数＞
3,456人(H30）
　　　↓
21,000人(H30～R5
累計）

○

○IT・コンテンツネットワークによる人材確
保
・庁内外の組織・企業と連携し、首都圏等で
の交流会などを通じて人材を掘り起こし、
ニーズの把握や県内企業の事業内容・魅
力を紹介するなど個別サポートを実施し、
人材確保を促進
　会員数
　　　H27：－人→　R元.11：372人

○人材の掘り起こし機会の拡大
・人材確保を図るためには、関係部署や
ネットワークをもつ企業等と連携し、U・Iター
ン、地方への移住、本県に興味・関心のあ
る方にリーチする機会を増やすことが必要

○県内企業の就職先の掘り起こし
・県内企業への就職を希望する人材のマッ
チングを促進するためには、人材の様々な
知識・技術レベル、ニーズに合う企業（IT・コ
ンテンツ企業以外の企業も含む）を掘り起こ
すことが重要

【商06】◆ＩＴ・コンテンツネットワークによる
人材確保等の充実・強化（R2拡充）

①人材の掘り起こし【R２～R５】

　・産業創造課：移住促進課、県外事務所、ネットワークを持つ首都圏・関西の企業等とのさらなる連携により
人材の掘り起こしの機会を拡大
　・移住促進課、県外事務所：人材の掘り起こしに係る広報などでの連携

②個別サポートの実施【R２～R５】

　・産業創造課：掘り起こした人材のニーズの把握や県内企業の事業内容・魅力を紹介し、県内企業への就職
に向けた個別サポートを実施

③県内企業の就職先の掘り起こし【R２～R５】

　・産業創造課：県内企業への就職を希望する人材と企業とのマッチングを促進するため企業（IT・コンテンツ
企業以外の企業も含む）の掘り起こし

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜ネットワーク登録
者数＞
254人(H29～H30累
計）
　　　↓
760人（H29～R5累
計）

○

○企業間取引・事業連携の促進
・IT・コンテンツビジネス起業研究会におい
て、県内外の先進的な取組みの紹介や交
流会を通じた会員同士の新事業展開や事
業連携等を促進

○関係部署との連携
・デジタル技術を用いた事業化（産業創造
課）や起業（産学官民連携・起業推進課）な
どに取り組む部署と連携し、新事業展開や
事業連携につなげることが必要 【商07】◆企業間取引・事業連携の促進

①企業間取引・事業連携の促進【R２～R５】

　・産学官民連携・起業推進課、産業創造課：起業や新事業展開を希望する個人・企業に対し連携した支援を
実施
　・産業創造課：新事業展開、事業連携等のきっかけとなるセミナーや交流会の開催、新事業展開、事業連携
等を支援する個別相談会の開催

＜IT・コンテンツビジ
ネス起業研究会に
おける個別相談件
数＞
　　　－
　　　↓
25件（R元～R５累
計）

○

○シェアオフィスへの入居促進と入居事業
者への支援
・豊かな自然環境や遊休施設等を活用して
市町村によるシェアオフィスの整備や入居
する企業・新規創業者等への支援を実施　
　シェアオフィスへの入居事業者数
　　H26：６事業者→R元.12：19事業者

○シェアオフィスの取組の拡大と入居促進
・県内各地に企業誘致を図っていくために
は、シェアオフィスの整備や人材育成など
市町村と連携した取組が必要

【商08】◆シェアオフィスへの入居促進と
入居事業者への支援

①シェアオフィスの取組の拡大【R２～R５】

　・市町村：シェアオフィスの整備
　・産業創造課：市町村を対象とした企業誘致にかかる勉強会等の開催

②シェアオフィスへの入居の促進【R２～R５】

　・市町村：県と連携したシェアオフィスのPRや企業誘致、人材育成の取組の推進
　・産業創造課：市町村と連携したシェアオフィスのPRや企業誘致、人材育成の取組の推進

＜シェアオフィスへ
の入居事業者数＞
18事業者（H26～
H30累計）
　　　↓
27事業者（H26～R5
累計）

○

分野 商工業分野
戦略の柱 ２　高知版Society5.0の実現に向けた産業集積と課題解決型産業創出の加速化

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

1
産業の集積の

加速化



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

分野 商工業分野
戦略の柱 ２　高知版Society5.0の実現に向けた産業集積と課題解決型産業創出の加速化

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

【商09】
◆製品・サービス開発に資する課題の抽
出・精査（R2拡充）

①あらゆる分野の課題の抽出【Ｒ２～Ｒ５】

・各部局、産業創造課：第一次産業や福祉、防災などのあらゆる分野の課題を抽出
・農業振興部、水産振興部、産業創造課：農業IoPやマリンイノベーションなど既存のプラットフォームから課題
を共有

②産業創出に資する課題の精査【Ｒ２～Ｒ５】

・産業創造課：現場へのヒアリングによる課題の深掘り、,課題をビジネス展開が期待できるものに精査

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜オープン・イノベー
ション・プラットフォー
ムへの課題投入数
＞
　　　－
　　　↓
 48件（R2～R5累計）

○

【商10】
◆製品・サービス開発に資する課題の深
掘り等によるプロジェクト創出支援（R2拡
充）

①参加企業等の募集【Ｒ２～Ｒ５】

・産業創造課：起業家のコミュニティ等が開催するイベントへの参加や首都圏等の展示会への出展などによる
課題のＰＲ

②プロジェクトチームの組成支援【Ｒ２～Ｒ５】

・産業創造課：県内企業単独では製品開発等が困難な案件等への開発チームの組成を支援

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜課題解決型の産
業創出に向けたプロ
ジェクト創出件数＞
　　　－
　　　↓
 40件（R2～R5累計）

○

【商11】
◆試作開発支援等によるデジタル技術を
活用した製品開発支援（R2拡充）

①製品計画の策定支援【Ｒ２～Ｒ５】

・産業創造課：県内企業の製品・サービス開発における市場分析などの製品計画の策定を支援

②市場分析・試作品開発など開発フェーズに応じた支援【Ｒ２～Ｒ５】

・産業創造課：専門家の助言や補助金による県内企業への市場分析やプロトタイプの作成を支援

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜Society5.0関連の
製品・サービスの開
発件数＞
7件（H31.3）
　　　↓
20件（H29～R5累
計）

○

【商12】
◆県内外からの事業者、研究機関への参
画の呼びかけ

①高知県IoT推進ラボ研究会の掘り起こし【Ｒ２～Ｒ５】

・産業創造課：首都圏コミュニティー等との連携によるスタートアップ企業等へのIoT推進ラボ研究会のＰＲ、
ホームページやSNSによるオープン・イノベーション・プラットフォームのＰＲ、首都圏等の展示会への出展によ
るラボ研究会のＰＲ、Society5.0推進型補助金等のＰＲ

＜高知県IoT推進ラ
ボ研究会員数＞
163者（H31.3）
　　　↓
337者（H29～R5累
計）

○

3
デジタル技術活
用による生産性
向上の促進

○県内企業のデジタル技術導入を支援
・県内企業のデジタル技術導入の相談に対
応するデジタル化総合相談窓口の開設
（H31.4）
　相談件数:30件
       R元：30件

○県内企業のデジタル技術導入を支援
・一般的な普及啓発に加えて、業種・業界
ごとのきめ細かな対応による県内企業のデ
ジタル技術導入意識の醸成が必要
・社内のデジタル化を推進する県内企業の
IT人材の育成への支援が必要 【商13】

◆企業のデジタル技術導入に向けた支援

①ニーズの掘り起こし【Ｒ２～Ｒ５】

・産業創造課：商工会議所や金融機関等と連携し、県内企業のデジタル技術の活用ニーズの掘り起こし

②デジタル技術導入の普及啓発【Ｒ２～Ｒ５】

・産業創造課：情報産業協会等と連携し、庁内各部局が関連する団体の会合等で、最新の情報やデジタル化
導入事例を紹介するセミナー及び個別相談会等を開催

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜デジタル技術の
導入支援件数＞
　　　－
　　　↓
126件（R2～R5累
計）

○

2
課題解決型産
業創出の加速

化

○課題解決型産業創出
・IoTやAI等のデジタル技術を活用し、県内
のあらゆる分野の課題解決を図るととも
に、開発された製品やシステムなどの地産
外商を促進
・第一次産業や福祉、防災などの庁内各部
局のあらゆる分野におけるニーズの抽出
・Society5.0推進型補助金の県内外への周
知活動の推進
・コンソーシアムの組成・ニーズ側事業者と
のマッチング支援

　ニーズ抽出件数：96件
　　 H29:33件→H30：18件→R元：45件
 　IoTプロジェクト創出件数：47件
　  H28：3件、H29：16件、H30：11件、R元：
17件
　IoTプロジェクト自立件数：8件
　   H29：1件、H30：6件、R元：1件
　IoT推進ラボ研究会会員数：216事業者
　 （うち県外企業49社）
  Society5.0推進型補助金採択件数：2件
     R元：2件

○課題解決型産業創出
・一次産業、土木、福祉などあらゆる分野
の継続的な課題抽出が必要
・県内企業による製品開発・外商につなげ
るため課題の深掘り、精査が必要
・多くの企業等に参加してもらうため、県内
外の事業者が課題の状況を適宜、確認で
きる仕組みが必要
・市場性のある製品開発に繋げるため、1つ
の課題に対して複数のプロジェクト化を容
認することが必要
・第一次産業以外にも課題抽出の対象を拡
大したことで、県内企業の事業領域外の課
題が増加したため、ベンチャー企業など、ソ
リューション提案企業の更なる掘り起こしが
必要
・県内企業の製品開発の意欲的な挑戦を
促すため、事前の市場調査とプロトタイプ
作成のための支援が必要



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

【商14】
◆生産性向上推進アドバイザーによる
プッシュ型支援の強化（R2新規）

①生産性向上推進アドバイザーによるプッシュ型支援の強化【R2～R5】

・県工業振興課
　：（一社）高知県工業会に生産性向上推進アドバイザー派遣事業を委託し、当会会員企業を中心とした生産
性向上に向けたプッシュ型支援を実施
　：県内企業の生産性向上に向けた取り組みを促進するため、活用可能な支援策への誘導を図る

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜企業訪問数＞
－
↓
70件（R５）

○

①事業戦略のPDCA徹底による経営課題の改善【R２～R５】

・（公財）高知県産業振興センター
　：事業戦略の伴走支援において四半期ごとに企業の財務状況等を分析し、経営課題を把握することで経営
資源の効率的な活用と生産性向上を支援する

②現場改善指導による作業の効率化【R２～R５】

・（公財）高知県産業振興センター
　：事業戦略の策定企業を中心に５Sや作業プロセスの改善アドバイス、専門家派遣等によるIT、IoTの活用ア
ドバイス等により省力化・効率化を図る

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

<付加価値額の伸び
率が年３％を超える
企業の割合>
－
↓
60％（R５）

○ ○

＜技術者養成講座
等の受講者数（工業
技術センター）＞
498人（H30）
↓
500人（R５）

○ ○

＜中核人材養成講
座の参加企業数＞
6社（H30）
↓
5社（R５）

○ ○

①事業化プラン（製品企画書）の策定支援【R２～R５】

　・（公財）高知県産業振興センター
　：市場の動向、製品のセールスポイント、販売戦略などを整理した事業化プランの策定を支援し、付加価値の
高い製品開発につなげる

②事業戦略等推進事業費補助金による支援【R２～R５】

　・（公財）高知県産業振興センター
　：事業化プランを作成した企業に対し、市場調査に基づく付加価値の高い製品開発を支援する

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜事業化プランの作
成件数＞
166件（Ｈ26～H30累
計）
↓
366件（Ｈ26～R５累
計）

○

＜新規開発件数＞
－件（H30）
↓
20件
（Ｒ２～R５累計）

○ ○

＜機器利用件数＞
1145件（H30）
↓
1100件（R５）

○ ○

分野 商工業分野
戦略の柱 ３　絶え間ないものづくりへの挑戦

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

○経営状況の見える化の徹底

○大企業が参入していないニッチな分野に
おける付加価値の高い製品・技術の開発

○工場新設・規模拡大を含む設備投資の
促進

○現場改善等に主体的に取り組める人材
の育成・確保

○よりきめ細やかに企業・団体のニーズに
応えられるよう、研修内容の見直しや新た
なコースの設定などが必要

○専門性を高めた研修が必要

○熟度に応じた個別研修が必要

【商15】
◆産業振興センター、公設試験研究機関
による支援強化（R2拡充）

①技術者養成講座等による専門人材の養成【Ｒ２～Ｒ５】

・工業技術センター
　：基本的な知識や技術の習得を目指す生産性向上等に関するセミナー（生産性向上セミナー、データ分析
　　セミナー等）を開催する
　：技術者の熟度に応じたより専門性の高い座学や少人数での実習を重点的に行う
　：講座等の開催後は企業ごとに個別の技術支援を実施することで企業ニーズに対応する

②生産性向上に向けた中核人材の養成【Ｒ２～Ｒ５】

・工業技術センター
　：５Ｓや生産工程の見直しなどをはじめ、生産性向上を担う中核人材の育成に対する県内企業のニーズを
　　把握し、中小企業大学校と連携して現場改善ノウハウの習得に向けた講座を開催する

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

〇事業化プラン（製品企画書）の早期製品
化

【商16】
◆付加価値の高い製品・技術の開発促進 ①企業と公設試験研究機関の共同研究等による高付加価値な製品・技術の開発促進【Ｒ２～Ｒ５】

・工業技術センター
　：高付加価値な製品開発や企業の生産性向上を目的とした共同研究等の実施
　：大学や産業技術総合研究所、県内の公設試と連携した研究開発の推進
　：研究終了後のフォローアップや個別企業への技術支援

②最新設備を活用した技術支援【Ｒ２～Ｒ５】

・工業技術センター
　：県内企業が単独で導入できない設備等を導入し、企業の研究開発や品質管理の強化等への支援を実施

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

1
生産性向上（省
力化・高付加価
値化）の推進

＜事業戦略のPDCAによる見える化＞
・策定した戦略のPDCAにより自社の経営
課題を把握し、改善を支援
⇒事業戦略策定企業数
着手（うち完成）H28：50(23)→H30：171(148)

＜製品・技術の開発等による高付加価値化＞

・製品企画のための事業化プランの策定や
補助金により高付加価値な製品開発を支
援
⇒事業化プラン策定件数（累計）
　　H27：65件→H30：166件
⇒補助事業による製品開発件数（累計）
　　H27：102件→H30：133件

＜設備投資等による省力化＞
　・県内企業に対する設備投資を促進した
ことで製造業の設備投資はH24と比較して
増加
　・H30からは国、市町村、金融機関と連携
した支援スキームを構築し、製造業に限ら
ず幅広く設備投資を支援
　⇒県補助事業による生産性向上計画作
成件数（H30～）　H30：３件
　⇒県補助事業による設備投資件数（～
H29）（累計）
　　　H27：38件→H29：58件
　⇒利子補給制度を活用した設備投資件
数（H30～）　H30：50件

＜工業技術センター＞
（１）生産性向上に取り組む企業に対して、
技術スキルの向上を目指した人材育成や、
企業の具体的な改善プラン作成を支援
　　①技術者養成講座
　　　　H30：33コース開催316人参加
　　②中核人材養成講座の実施
　　　　H30：３コース開催６社参加

（２）新たに導入した機器を活用した分科会
の開催を通じて、デジタルエンジニアリング
に関する講習会や技術支援を行い、製造
業の生産性向上や熟練技術の継承などを
支援
　　①ＣＡＥ分科会
　　　　　H30：３回開催74人参加
　　②３Ｄプリンタ分科会
　　　　　H30：４回開催100人参加



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

分野 商工業分野
戦略の柱 ３　絶え間ないものづくりへの挑戦

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

・地域の事業者の経営計画の策定や実行
を商工会、商工会議所とともに支援
・経営計画や生産性向上計画等に基づく設
備投資を金融機関や信用保証協会と連携
して、利子補給などを活用した融資により
支援
H30年度利子補給実績件数：50件

・人手不足を補い、各事業者の競争力を高
めるために、省力化、効率化のための設備
投資の促進が必要
・経営計画や生産性向上に向けた計画の
策定支援から設備投資を促す融資の実行
までの一連の仕組みの強化

【商17】
◆生産性を高める設備投資の推進（補助
事業＋融資制度）

①事業戦略等推進事業費補助金による支援【R２～R５】

・（公財）高知県産業振興センター
　：設備投資の実施の際の設計やコンサル委託料、専門家派遣などを支援し、企業の生産性の向上につなげ
る
・県工業振興課
　：設備投資を効果的に行うための生産性向上計画を認定し、利子補給制度の活用につなげる

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

－

【商18】◆知的財産に関する普及啓発及
び知的財産の活用促進

・知的財産に関する普及啓発を継続し、意
識と知識を向上

①知的財産に関する知識と意識の向上【R2～R5】

・（一社）高知県発明協会、高等教育機関、市町村、県産業創造課：関係機関において実施される知的財産セ
ミナーなどの情報を集約し、対象者のニーズに応じた学習機会を確保することで、効果的に知的財産に関する
知識と意識の向上を図る

＜知的財産セミナー
参加者数（累計）＞
1,476人（H28～H30
累計）
　　　↓
3,976人（H28～R5累
計）

・知的財産の取得と管理、活用の促進 ②知的財産の取得と管理、活用の促進【R2～R5】

・（一社）高知県発明協会、市町村、県地域支援企画員、産業創造課：知的財産の取得・管理・活用に取り組も
うとする企業や団体のニーズを掘り起こし、専門家による相談会や専門家派遣などによって具体的な課題を解
決に導く地域アクションプランの取り組みにおいて、地域団体商標等を積極的に取得・管理することで、地域ブ
ランドの確立につなげる

＜知的財産総合支
援窓口等による相
談件数（累計）＞
3,536件（H28～H30
累計）
　　　↓
9,036件（H28～R5累
計）

＜知的財産相談会
及び専門家派遣に
よる支援件数（累
計）＞
604件（H28～H30累
計）
　　　　↓
1,604件（H28～R5累
計）

2

メイド・イン高知
の防災関連産
業のさらなる振
興

・防災関連産業交流会の活動を通じたニー
ズの把握や製品情報の収集、「メイド・イン
高知」の防災関連製品の開発・磨き上げを
支援
⇒防災関連産業交流会員数（累計）
　  H27：151社→H30：194社
⇒防災関連認定制度による認定製品数（累
計）
　　H27：106製品→H30：144製品

・防災関連製品の開発に取り組む県内メー
カーの裾野拡大

・食糧（主食）など備蓄製品におけるライン
ナップの充実

・多様化する防災現場のニーズに対応した
訴求力の高い製品開発に加え、防災現場
に潜在化しているニーズを掘り起こし、ユー
ザーに新たな価値を提案する「価値提案
型」の製品開発の促進

【商19】
◆価値提案型の防災関連製品の開発促
進

①価値提案型の防災関連製品の開発促進【R2～R5】

・県工業振興課
　：防災製品開発ＷＧによる防災関連産業への参画企業の拡大やさらなる製品開発案件の掘り起こし
　：防災関連産業振興アドバイザーによる製品開発・改良への助言
　：公設試験研究機関の技術支援、専門家派遣、補助金等による支援

②防災関連産業交流会の活動【R2～R5】

・県工業振興課
　：防災関連製品認定制度の実施
　：防災関連産業交流会の全体会・個別相談会を通じた情報交換、ニーズ把握
　：定期的なメルマガ発信による情報提供（市場・開発ニーズ情報、防災製品トレンド情報 etc.）

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜防災関連製品認
定制度による認定
製品数（累計）＞
144製品（H30）
↓
192製品（R５）

○

1
生産性向上（省
力化・高付加価
値化）の推進

・知的財産に関するセミナーの開催などの
普及啓発を行うことで、知的財産に対する
理解が広まりつつある
・知的財産に関する相談会や専門家派遣を
行うことにより、知的財産の取得や活用が
広まりつつある。

・中小企業等の知的財産に関する意識を高
めるため、普及啓発を行うとともに、県内で
の成功事例を増やすことが必要

○



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

分野 商工業分野
戦略の柱 ３　絶え間ないものづくりへの挑戦

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

＜新製品開発件数
＞
20件
（H28～Ｒ元累計）
↓
20件
（Ｒ２～R５累計）

○

＜技術研修の受講
者数＞
1,088人
（H28～R元累計）
↓
1,000人
（Ｒ２～R５累計）

○ ○ ○

○Ｈ30.10に策定した土佐和紙総合戦略の
４つの基本方針に基づき、各取組を実施。

・採石場や県道改良に伴う残土場（約
1.5ha）で試験栽培を開始するとともに、さら
なる栽培候補地の情報収集を実施。

・県関係施設を活用した製品の販売やワー
クショップの実施により、土佐和紙のPRを
強化。

○関係機関と協力した土佐和紙総合戦略
の着実な実行

・土佐和紙の原料確保、用具の確保
・土佐和紙生産者後継者の育成
・土佐和紙のPR、販売促進
・土佐和紙文化の発信、無形文化遺産登録

【商21】
◆土佐和紙総合戦略の実施

①土佐和紙の原料確保【R2～R5】

・県工業振興課
　：こうぞ栽培が可能な土地の情報収集、あっせん
　：試験栽培の実証及び本格栽培への移行
　：こうぞ生産者の確保

②用具の確保と土佐和紙生産者の後継者育成【R2～R5】

・県文化財課
　：用具製作技術者の養成研修への支援
・県工業振興課
　：土佐和紙職人の後継者育成研修への支援

③土佐和紙のＰＲ・販売促進・新製品開発【R2～R5】

・県工業振興課
　：見本市への出展支援や小売店でのフェアへの参加によるPR、土佐和紙製品の県関係施設等での販売支
援
　：認証制度の運用
・県紙産業技術センター、県工業技術センター
　：土佐和紙の特徴を活かした新製品開発と企業への技術支援

④土佐和紙文化の発信と無形文化遺産登録【R2～R5】

・県文化振興課
　：県立施設等での土佐和紙の活用や企画展の実施
・県文化財課
　：土佐和紙保存会の活動支援

＜原料生産面積＞
4.0ha（H29)
↓
5.1ha(R5)

＜後継者育成研修
修了生（累計）＞
2人（H30)
↓
11人(R5)

＜土佐和紙販売額
＞
5.9億円(H30)
↓
7.0億円(R5)

＜土佐和紙保存会
の活動支援＞
－
↓
土佐和紙保存会が
技術伝承の仕組み
を確立(R5)

○ ○

3
紙産業の飛躍
的な成長の促
進

（１）新製品・新技術の開発を目指した個別
テーマへの技術支援として研究会を開催　
（複合加工研究会、ＣＮＦ研究会、紙質研究
会、素材製造技術研究会、リサイクル炭素
繊維研究会）
　H30：124回開催133社238人参加

（２）紙産業振興アドバイザーによる紙関連
企業の技術開発、製品開発等に対する技
術サポートを実施
　H30企業支援：７社14人

⇒上記(1)(2)による新製品開発件数
　　　H30：５件

（３）分科会、研修会、講演会等の開催を通
じた中核人材の確保・育成の強化
　①ものづくり技塾
　②分科会（複合加工、ＣＮＦ、紙質、土佐
方式、素材製造技術）
　③開放設備試験設備利用研修
　④中核人材育成講座
　⑤紙産業技術初任者研修
　⑥経営技術者講演会
　⑦手すき和紙研修
　⑧客員研究員による講演会等

⇒上記①～⑥の開催件数等
　　H30:43回480人参加

○研究会活動から生まれた製品開発研究
の早期事業化

○企業の生産性向上に向けた取組の強化
が必要

○新規設備の導入が困難な企業に対す
る、既存設備等を有効に活用した開発案件
の掘り起こしが必要

【商20】
◆高機能紙や新素材の開発促進による
紙産業の振興

①企業と公設試験研究機関の共同研究等による高付加価値な製品・技術の開発促進【Ｒ２～Ｒ５】

・紙産業技術センター
　：新素材・新技術・新評価技術を用いた技術開発の強化
　　　⇒実用化に近い新製品の技術開発や評価技術の確立など研究課題（年間８テーマ程度）を実施
　　　⇒県内の大学や企業等と連携し、新たな技術や製品開発を推進
　：新規導入機械設備等の利用促進による製品開発の推進
　：新製品・新技術の開発を目指した個別テーマへの技術支援として研究会（複合加工、ＣＮＦ、紙質、素材
　　製造技術）を開催
　　　⇒各研究会において、以下の視点での取組を強化し、各企業のものづくり力を強化
　　　　　◆初期開発案件の実用性検討：自社製造の可能性や課題、コスト評価により、開発の実現性を
　　　　　　具体的に判断
　　　　　◆品質保証体制の強化：異物分析研修の開催等による技術人材のスキルアップと管理体制の整備
　　　　　◆製造現場の課題解決：ウェブハンドリングやＩｏｔ活用など、製造現場に共通する課題の解決と
　　　　　　ノウハウの普及
　：紙産業振興アドバイザーによる紙関連企業の技術開発、製品開発等に対する技術サポート（企業を
　　訪問しての技術指導や改善アドバイス等）の実施

②技術者養成講座等による専門人材の養成【R２～R５】

・紙産業技術センター
　：紙関連企業等を対象とした分科会（複合加工、ＣＮＦ、紙質、素材製造技術）において、外部講師による技
　　術研修会を開催
　：企業の技術開発や品質管理に携わる人材を対象に、センター設置機器の利用操作研修（開放試験設備
　　　利用研修）を開催
　：新入社員を対象とした紙産業技術初任者研修や個々の企業の要望に応じたオーダーメイド研修の開催
　：文化財修復関連の技術者を対象とした手すき和紙研修や客員研究員による講演会の実施



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

分野 商工業分野
戦略の柱 ３　絶え間ないものづくりへの挑戦

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

4
産学官連携によ
るイノベーション
の創出

・産学官連携会議の開催等により、関係機
関の情報共有や交流が促進され、制度の
見直し等に向けた積極的な協議が行われ
た。
・実用化研究から事業化研究、応用研究ま
での各フェーズを切れ目なく支援すること
で、県内における産学官連携による共同研
究が活性化するとともに、事業成果に基づ
く販売額の拡大や新たな雇用創出等の経
済波及効果も発現している。
　○実用化研究（H23～R元）
　　　支援件数：20件、事業化件数：7件
　○事業化研究（H29～R元）
　　　支援件数：7件、事業化件数：1件
　○応用研究（H28～H30）
　　　支援件数：1件、事業化件数：5件

○新規テーマの提案数減少と研究テーマ
（研究者）の偏り
○事業化までの長期化と事業化確度の低
下
○企業と大学等のマッチングや研究成果の
事業化に向けた産学官関係機関のネット
ワーク強化

【商22】◆企業ニーズや大学等のシーズ
に基づいた事業化の確度の高い産学官
連携による共同研究を支援

①産学官連携会議等の開催【R2～R5】

・県内大学等、(一社)高知県工業会、金融機関、(公財)高知県産業振興センター、高知県工業技術センター、
高知県産学官民連携センター、産業創造課：産学官の定期的な情報共有や交流を図り、研究テーマの掘り起
こしや共同研究チームの構築を促進するとともに、研究成果の事業化を推進する

②産学官連携共同研究の推進【R2～R5】

・産業創造課：企業が持つ新事業開発のアイデアや大学等の研究シーズに基いた産学官による共同研究を支
援、研究成果の事業化に向けた伴走支援
・高知県工業技術センター：各種試験機器・分析機器等を活用した研究開発の側方支援
・県内大学等：産学官連携による共同研究の実施
・県内企業：産学官連携による共同研究の実施、事業化（製品化）の推進及び販路拡大
・(公財)高知県産業振興センター：事業化及び販路拡大の支援

③海洋資源等の機能性を活かした新産業の創出【R2】

・産業創造課：高知大学等の機能性解明及び機能性成分を活用した事業化を目指す企業とのマッチング支援
・高知大学：JAMSTECから提供された海底微生物の機能性の解明
・JAMSTEC：海底微生物に関する情報提供及び高知大学における研究の技術支援
【R3～】
※政府関係機関の地方移転に係るR3以降の年次プランは未定

<産学官の共同研究
により事業化された
件数（累計）>
8件（H23～H30累
計）
      ↓
16件（H23～R5累
計）

○

5
SDGｓを意識し
た製品・技術開
発

○SDGｓを意識した製品・技術開発を促進
するために十分な知識や技術を有する人
材が少ない。

○新素材等の開発は製造コストや最先端
機器の導入等に係る負担が大きいため、企
業の参入を後押しするための支援が必要

【商23】
◆公設試験研究機関による製品・技術開
発の支援（R2新規）

①分科会の開催を通じた技術人材の育成【Ｒ２～３】

・工業技術センター
　：県内企業を対象とした分科会を設立し、外部講師による講座の開催やセンター職員による技術研修会を開
催
　　⇒新素材の特性理解を深めるとともに、応用製品の開発に向けた専門人材を養成
　　⇒開発研究に取り組む企業の掘り起こし

②高性能最新機器を活用した素材分析技術の習得【Ｒ２～３】

・紙産業技術センター
　：繊維素材等の強度や耐久性を測定する先端設備を新たに導入
　　⇒県内企業の活用を促すことで、素材開発に向けた分析スキルの習得を促進

③試作開発の促進【Ｒ２～５】

・工業技術センター、紙産業技術センター
　：取組を希望する企業の状況に応じて推奨する素材の検討や性能分析を実施
　：センター職員の知識・分析技術・評価装置を活用した技術支援を行い、企業における試作品開発を後押し
　：完成した試作品の評価及び機能を高めるための指導・助言

④代替素材や応用製品の開発・製品化【R３～５】

・工業技術センター、紙産業技術センター
　：企業の個別ニーズに合わせた技術指導、製品の耐久性を検証する依頼試験等を通じて、製品開発・改良
を支援
　：企業間におけるコラボレーション製品等の発掘に向けて、分科会会員の研究開発をコーディネート

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜分科会参加者数
＞
-人（H30）
↓
150人（R2～3累計）

＜試作案件＞
-件（H30）
↓
７件以上（R2～5累
計)

○ ○
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分野 商工業分野
戦略の柱 ３　絶え間ないものづくりへの挑戦

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

【商24】
◆商店街のにぎわい創出への支援（具体
的な振興計画の策定・実行支援他）（R2拡
充）

①地域商業活性化のための具体的な「商店街等振興計画」の策定・実行支援【R２～R５】

県経営支援課

・商店街等振興計画策定地域における実行支援
 (市町村、商工会・商工会議所等への商店街等振興計画推進事業費補助金の制度説明、協議会等での助言)
・商店街等振興計画策定に向けた関係者(市町村、商工会・商工会議所等)への計画の必要性等の説明実施
・商店街等振興計画の策定支援

 (協議会への参画・助言等、事業経営アドバイザー派遣事業を活用したワークショップの実施)

②商店街の賑わい創出のためのソフト事業の実施を支援【R２～R５】

県経営支援課
・商店街等活性化事業費補助金による商店街の賑わい創出のためのソフト事業の実施を支援
・高知県中山間地域等商業振興事業費補助金を活用した中山間地域の商業集積地での若手商業者による取
り組みを支援し、地域の商業者グループの育成・活動の推進を強化

　⇒　別図〈商●〉参照（P○○）

＜具体的な振興計
画の策定数＞
5件（H30）
　　　↓
15件（H30～R5累
計）

＜高知市中心商店
街歩行者通行量＞
68,550人（R元）
　　　↓
76,000人（R5）

＜高知市中心商店
街空き店舗率＞
12.5％（H30）
　　　↓
10％（R5）　

＜中山間地域等商
業振興事業の活用
件数＞
5件（H29～30累計）
　　　↓
20件（R2～R5累計）

＜商店街等活性化
事業の活用件数＞
14件（H28～H30累
計）
　　　↓
16件（R2～R5累計）

○ ○ ○

【商25】
◆事業者の育成と新規創業への支援

①商店街振興計画の策定と合わせた、チャレンジショップの整備【R２～R５】

県経営支援課

・商店街振興計画の策定に合わせた、市町村とのチャレンジショップの新規開設に向けた協議

・事業の活用によるチャレンジショップ卒業者の円滑な出店支援

②空き店舗への出店支援【R２～R５】

県経営支援課

・空き店舗対策事業により、商店街の活性化に繋がる空き店舗への出店者を支援
県内各商工会・各商工会議所等
・各商工会や商工会議所、商工団体等による店舗所有者に対する、空き店舗有効利用への理解の促進

　⇒　別図〈商●〉参照（P○○）

＜空き店舗への出
店支援件数＞
32件（H28～H30累
計）
　　　↓
60件（R2～R5累計）

＜チャレンジショップ
開設＞
10カ所(R元)
　　　↓
14カ所(R5)

○ ○ ○ ○

【商26】
◆第三次産業における業界組織毎の戦
略策定の支援（R2新規）

①業界組織との勉強会・意見交換会 【R２～R５】

県経営支援課
・5～10年先の業界ビジョンを考える
・業界毎の課題を抽出するとともに、人手不足・後継者問題についても検討

②業界組織毎の戦略策定の支援 【R３～R５】

県経営支援課
・勉強会・意見交換会で抽出された５～10年先の業界ビジョン実現、課題解決のための戦略の策定を支援

　⇒　別図〈商●〉参照（P○○）

＜業界組織との勉
強会・意見交換会＞ 
　　　-
　　　↓
20回（R2～R5累計）

②業界組織毎の戦
略策定支援
　　　-
　　　↓
15件（R3～R5累計）

○ ○ ○

○平成28年度に県制度融資の創業融資メ
ニューを改め、金利を引き下げるとともに以
内金利を導入することで、新たに起業する
者の負担をより軽減するなど資金面での支
援を行った
　H28～H30融資実績件数：224件

○起業者及び金融機関への、融資メニュー
の周知

【商27】
◆創業融資メニューの活用促進

①起業者への資金面の支援

県経営支援課
・金融機関と信用保証協会の協力により県が融資条件等を定め、低利・低保証料で融資を行うことで、新たに
起業する者の負担を軽減し、資金面での支援を行う

＜融資実績件数＞
224件（Ｈ28～H30累
計）
　　　↓
310件（R2～R5累
計）　　

○ ○

6
地域商業の活
性化

○商店街等振興計画の策定及び実行を支
援することで、地域商業活性化に向けた新
たな取り組みに繋がっている
　（商店街等振興計画の策定）
　　H30：５箇所
　（商店街等振興計画策定への着手）
　　R元：６箇所

○空き店舗対策事業について、これまで16
市町村で活用、R元年度はこれまで未活用
であった１町で２件の活用があり、各地域で
新規創業及び地域のにぎわい創出に繋
がっている

○チャレンジショップ事業については、これ
まで12ヶ所で開設、R元年度は10ヶ所で実
施され、各地域で新たな事業者の育成に繋
がっている

○商店街等振興計画に位置付けた取り組
みの確実な実行及び実行に向けた関係者
間での進捗管理の徹底

○商店街等振興計画の官民協働での策定
に繋げるため、地域に根差したイベント等を
実施・継続する若手商業者の活動を支援

○地域の関係者が一体となった事業者の
育成と、空き店舗での新規出店に繋げる取
り組みの強化

○個別事業者ごとでは対応が難しい、業界
分野ごとに抱える課題の解決



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

【商28】
◆東京営業本部の外商サポートによる販
路拡大

○

【商29】
◆見本市出展や商談会の開催による外
商サポートの強化（R2拡充）

○

【商30】
◆技術の外商サポートによる受注拡大
（R2拡充）

①合同広域商談会の実施【R２～R５】

・ものづくり地産地消・外商センター
　：四国や近畿圏の他府県と連携して県外発注企業を招聘した商談会を実施する

②高知県単独商談会の実施【R２～R５】

・ものづくり地産地消・外商センター
　：県外発注企業を県内に招聘し、ものづくり総合技術展と併催する商談会の実施や工場視察を伴う商談会を
実施する

③専任コーディネーター、外商コーディネーターによる個別外商活動【R２～R５】

・ものづくり地産地消・外商センター
　：これまでの関西中心の活動から中国地方や首都圏など新たな地域での発注企業開拓を進め、マッチング
機会の拡大を図る

＜下請受注拡大支
援による成約額＞
4.6億円（H30）
↓
7億円（R５）

○

【商31】
◆防災関連製品の販路開拓の強化（国
内）（R2拡充）

①国内での販路開拓支援【R2～R5】

・県工業振興課
　：防災関連産業振興アドバイザーと連携した外商支援【R2】
　：競合製品との比較優位性を明示した外商支援ツールを作成【R2】
　：包括協定締結企業との連携を強化
・ものづくり地産地消・外商センター
　：外商コーディネーターによる県外市町村及び大手・地域商社・民間ユーザー等への訪問PRによる販路拡大
　：県外防災見本市への出展及びミニ展示商談会の開催
　：包括協定締結企業との連携を強化

＜防災関連製品認
定制度による認定
製品の売上高＞
68.4億円（H30）
↓
92億円（R５）

○

分野 商工業分野
戦略の柱 ４　外商の加速化と海外展開の促進

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

1

ものづくり地産
地消・外商セン
ターと連携した
販路拡大

○平成24年度から外商支援をスタートし、も
のづくり地産地消・外商センターの外商支
援による成果額は順調に増加。又、成果を
出した企業数も増加
　H24：2.5億円→H30：66.8億円
　H25:24社　→　H30：149社

　・東京営業本部の設置（H28）により首都
圏等での外商サポート体制を強化

　・県外見本市への出展やものづくり総合
技術展の開催により販路開拓をサポート

　・下請企業の体質を改善し、下請性を脱し
た独立性のある企業となるため、保有する
高い技術等を活かす技術の外商商談会の
開催により受注拡大をサポート

○防災関連見本市での高知県ブースの出
展や商談会の開催
　⇒防災関連製品認定制度による認定製
品の売上高
　  H27：52.0億円→H30：68.4億円

○県外への販路拡大に意欲的な県内企業
の掘り起こし

○外商製品のさらなる充実や競合製品との
差別化

○新たな販路の開拓や多くの商流チャネル
を持つ大手商社等との商談機会の拡大

①外商コーディネーターによる外商活動【R２～R５】

・ものづくり地産地消・外商センター
　：移住促進・人材確保センターと連携し、仕事と住まいの一体的なセールス活動を展開するとともに、県東京
事務所との連携も強化し、新たな販路開拓を支援する
　：商社や自治体に対する営業活動や企業との同行訪問を行い、県内企業の製品のPRによる販路拡大を支
援する

②県外見本市への出展【R２～R５】

・ものづくり地産地消・外商センター
　：大都市圏等で開催される見本市に高知県ブースとして出展し、県内企業と県外バイヤーのマッチングを支
援する

③ミニ展示商談会の開催【R２～R５】

・ものづくり地産地消・外商センター
　：県外見本市で接点のあったバイヤーを商談会へ招聘し、県内企業とのマッチングを支援する

＜ものづくり地産地
消・外商センターの
外商支援による成
果額＞

66.8億円（H30)
↓
116億円（R５）
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分野 商工業分野
戦略の柱 ４　外商の加速化と海外展開の促進

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

【商32】
◆海外戦略の策定支援

○

【商33】
◆国内外の商社等とのマッチング強化
（R2拡充）

○

【商34】
◆海外での外商活動支援（セミナー、経済
ミッション、個別支援、見本市出展）（R2拡
充）

○

【商35】
◆JICA、JETRO等と連携した海外展開・
ODA（政府開発援助）案件化の促進

○

【商36】
◆防災関連製品の販路開拓の強化（海
外）（R2拡充）

①海外での販路開拓支援【R2～R5】

・県工業振興課
　：海外防災関連見本市での製品PR（中国・台湾）
　：既存の防災関連製品カタログ・ポータルサイトにおいて簡体字（中国語）への対応を実施
　：国の枠組み（JBP※１、JIPAD※２等）との連携を通じた販路開拓
　：政府開発援助案件への防災技術／製品のさらなるアピールのため、現地の課題に沿った提案に向けた減
災技術カタログ（仮）を新規作成
・ものづくり地産地消・外商センター
　：各企業の背景・ターゲット国にマッチした商社等の開拓、マッチング

※１：（一社）日本防災プラットフォーム
※２：防災技術の海外展開に向けた官民連絡会議

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

○

2 海外展開の促進

○平成27年度から海外展開支援をスタート
し、ものづくり地産地消・外商センターの外
商支援による成果額は順調に増加
　　H27：2.6億円　→　H30：8.6億円

・関係機関と連携した市場調査や専門家派
遣等により県内企業の海外展開に向けた
海外展開計画書の策定や体制づくりを支援

・国内外の商社とのマッチングや海外バイ
ヤー等の招聘、海外での展示会や商談会
への出展支援により、県内企業の製品や
技術の販路開拓を支援

・JICA、JETRO等と連携してODA関連事業
を活用した海外展開を促進

○海外展開に取り組む企業のさらなる掘り
起こし

○廉価な海外製品との価格競争、差別化

○成約に繋げていくための国内外でのネッ
トワークの構築と現地でのアフターフォロー
体制の充実

①海外展開計画書の策定支援【R２～R５】

・ものづくり地産地消・外商センター
　：セミナーや個別相談会の開催により新たに海外展開に取り組む意欲のある企業を掘り起こし、JETROとも
連携して策定支援を行う

②国内外の商社等とのマッチング強化【R２～R５】

・県工業振興課
　：各企業の背景・ターゲット国にマッチした商社等の開拓
　：訪問および、11月に開催されるものづくり総合技術展等への招聘により、県内製品および県内企業のＰＲを
行うとともに関係性を構築
・ものづくり地産地消・外商センター
　：国内商社や代理店への訪問や県内招聘等を行い、県内企業の製品の周知やマッチングを強化する

③海外での外商活動支援【R２～R５】

・県工業振興課
　：「個別訪問型マッチング商談会」を開催（タイ、ベトナム）
　：海外展示会への出展支援（タイ、インドネシア）
・ものづくり地産地消・外商センター
　：東南アジア等を中心に海外における見本市に高知県ブースを出展し、県内企業の製品・技術のPRを通じた
販路拡大を目指し、広報から商談後のフォローまで、成約実現に向けた支援を行う
　：海外企業、代理店とのアポイント実現や商談への同行支援の実施

④JICA、JETRO等との連携【R２～R５】

・県工業振興課
　：政府開発援助案件への防災技術／製品のさらなるアピールのため、現地の課題に沿った提案に向けた減
災技術カタログ（仮）を新規開発［再掲］
・ものづくり地産地消・外商センター
　：ODA（政府開発援助）案件化の促進とネットワークを活かした成約増に繋げるサポートを強化
　：タイサブコンとＭＯＵを締結した県工業会の活動と連携し、タイ王国における技術の外商支援を強化

　⇒別図＜商●＞参照（Ｐ○○）

＜ものづくり地産地
消・外商センターの
外商支援による成
果額（海外分）＞
8.6億円（H30）
↓
15億円（R５）



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

【商37】
◆様々な機会を捉えた本県の強みを活か
した企業立地の推進

①誘致につながる案件の開拓【R2～R5】

　県企業立地課：
　・最新の業界動向等の情報を元に誘致対象企業の掘り起こしを行い、企業訪問等を機動的に実施
　・既立地企業の資材調達先や協力企業などへのアプローチ

②県内の地域地域への事務系企業の集積の促進【R2～R5】

　県企業立地課：
　・見本市出展等により、誘致対象企業の掘り起こしを行い、企業訪問等を機動的に実施

○ ○ ○

【商38】
◆企業ニーズに応えるきめ細かなアフ
ターフォローの実施（R2拡充）

①立地企業の安定操業を支援【R2～R5】

　県企業立地課
　・ハローワーク、市町村との三位一体となった連携体制による人材確保の支援
　・各部局等と連携した専門性の高い技術支援や地産外商のサポート等を実施

②立地企業の継続的な投資を促進【R2～R5】

　県企業立地課：
　・本格操業に至った立地企業への増設等の提案
　・立地企業が必要とする中核人材の確保・人材育成の支援

○ ○ ○ ○

【商39】
◆安全・安心な工業団地の計画的な開発
による受け皿の確保（R2拡充）

①開発中の工業団地の早期完成【R2～R5】

・県企業立地課、市：開発中の工業団地の早期完成に向けた適切な進捗管理の実施

②新たな工業団地開発候補地の確保【R2～R5】

・県企業立地課、市町村：企業立地の受け皿が不足する県中央部において、新たな工業団地の開発候補地を
確保

＜新たな工業団地
開発候補地の確保
＞
　　　－
　　　↓
新たな工業団地開
発候補地の確保
 (R5)

○

（再掲）
○IT・コンテンツ関連企業・Society5.0関連
企業の誘致
・高知版Society5.0の実現に向け、IT・コン
テンツ関連企業の誘致に加え、Society5.0
に関する幅広い分野の企業誘致を推進
・IT・コンテンツ立地助成制度に加え、
Society5.0に関する実証実験の助成制度、
人材育成・確保の取組を積極的に訴求した
誘致活動を展開し、企業集積が進展
　企業立地件数
　　　H27:6件→R元.12:22件
　新規雇用者数
　　　H27：71人→R元.12：293人

（再掲）
○Society5.0関連企業の誘致
・Society5.0関連企業に係る立地有望案件
を掘り起こしが重要

○県内各地への企業誘致
・企業誘致による雇用の創出・産業振興の
効果を県内各地に波及させるためには、県
内各地への企業誘致を促進していくことが
必要

（再掲）【商04】◆ＩＴ・コンテンツ関連企業・
Society5.0関連企業の誘致活動の充実・
強化（Ｒ２拡充）

（再掲）
①人材の掘り起こし【R２～R５】
②個別サポートの実施【R２～R５】
③県内企業の就職先の掘り起こし【R２～R５】

（再掲）
＜ネットワーク登録
者数＞
254人(H29～H30累
計）
　　　↓
760人（H29～R5累
計）

○

（再掲）
○シェアオフィスへの入居促進と入居事業
者への支援
・豊かな自然環境や遊休施設等を活用して
市町村によるシェアオフィスの整備や入居
する企業・新規創業者等への支援を実施　
　シェアオフィスへの入居事業者数
　　H26：６事業者→R元.12：19事業者

（再掲）
○シェアオフィスの取組の拡大と入居促進
・県内各地に企業誘致を図っていくために
は、シェアオフィスの整備や人材育成など
市町村と連携した取組が必要 （再掲）【商08】◆シェアオフィスへの入居

促進と入居事業者への支援

（再掲）
①シェアオフィスの取組の拡大【R２～R５】
②シェアオフィスへの入居の促進【R２～R５】

（再掲）
＜シェアオフィスへ
の入居事業者数＞
18事業者（H26～
H30累計）
　　　↓
27事業者（H26～R5
累計）

○

分野 商工業分野
戦略の柱 ５　企業立地の促進

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

1
全庁一丸となっ
た企業立地の
推進

○　本県の強みを活かした企業立地戦略に
基づく、全庁一丸となった取り組みにより、
企業立地が着実に前進している
　・25件の企業立地を実現（H28～R元12
   月、食品分野を含む）
　　「製造業」18件（新設４件、増設14件）
　　「事務系」７件（新設４件、増設３件）
　　製造品出荷額等：＋155.46億円（フル
    操業時）
　　新規雇用者：702名（フル操業時）
○　受け皿となる工業団地の開発は着実に
進捗している
　・香南工業団地（7.9ha）の完成（H25）、
　 分譲完了（H30）、５社立地
　・高知中央産業団地（５ha）の完成
   （H29）、分譲完了（H30）、２社立地
　・（仮称）南国日章工業団地（約11.5ha）
　　及び（仮称）高知布師田団地（約７ha）
　　は、早期の完成に向け事業推進中

○第一次産業分野をはじめとする本県の
強みを活かしたさらなる企業誘致活動の展
開

○庁内部局等と連携した立地企業への人
材確保の支援や外商活動のサポートなど
のきめ細かなアフターフォローによる本格
操業への支援

○企業ニーズの高い県中央部における工
業団地の確保

＜企業立地による
製造品出荷額等＞
538億円(H30)
　　　↓
736億円(R5)

＜企業立地による
雇用創出数＞
865人(H30)
　　　↓
1,900人(R5)

2

IT・コンテンツ関
連企業・
Society5.0関連
企業の誘致



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
○新規高卒者への求人票早期提出等の要
請の実施(5月)等によって、県内企業の求
人提出が年々早くなっていることや、県内
企業理解への取り組みを強化したこと等に
より、県内就職希望者の就職率は増加
・年度末求人数に対する7月時点の求人数
の割合
　　H27.7：81.4％ → H30.7：89.5％

○県内企業理解への取組（教委）
　ものづくり総合技術展への参加者数が増
加するなど、県内企業を知る取り組みが定
着
○教育センターの悉皆研修による県内企業
の理解促進や、工業会等と就職担当教員
との情報交換会などを通じて教員の県内企
業理解も進んでいる。
・企業での職場体験や就業体験の実施
　Ｈ28：1211名　→　Ｈ30：1110名
・教員研修における企業との意見交換の実
施
　Ｈ28：63名　→　Ｈ30：105人
・ものづくり総合技術展への参加
   H29：1811名　→　H30：2182名

○教員や保護者に対する県内企業への理
解促進

①新規高卒者の県内企業への就職促進【Ｒ２～Ｒ５】

　県教育委員会高等学校課：
　・県立高等学校での県内企業理解促進のための事業の実施
　県商工政策課：
　・私立高等学校での県内企業理解促進事業の実施及び実施校の拡大
　県商工政策課、県教育委員会高等学校課、高知県労働局：
　・新規高卒者への求人票の早期提出や求人枠の拡大などを県内企業等に要請

＜新規高卒者の県
内就職率＞
66.9％（H31.3）
　　　↓
75.0％

○ ○

○新規学卒者の県内就職促進
・県外大学との就職支援協定の締結
　H27：6大学　→　H30：24大学
・Ｕターン就職サポートガイドの登録者数
　H28.4：563名　→H31.3：1,495名
・大学生等を対象としたセミナーの開催
  H28：44名　→　H30：152名
・コーディネーターによる企業訪問、セミ
ナーの開催等によるインターンシップ実施
企業の増加
　H30.8：78社　→　R1.11：129社
・セミナーの開催等によるＰＲ動画作成企業
の増加　H30.8：0社　→R1.11：18社
・高知求人ネット学生ページのアクセス数／
月平均　H29：228　→　H30：333

（参考：県内大学生等の県内定着に向けた
ＣＯＣ＋の取り組み）
・高知大学、高知県立大学、高知工科大
学、高知工業高等専門学校及び高知学園
短期大学卒業生の県内定着に向け、これら
の教育機関と、経済団体、県とが連携し、
県内就職率を高める取り組みを実施
・文部科学省の地（知）の拠点大学による地
方創生推進事業（以下「ＣＯＣ＋」という。）
を活用
・地方創生推進士（卒業生）32名（県内出身
者15名、県外出身者17名）
（H28～H31.4）
（県内就職者14名（県内出身者12名・県外
出身者2名）、県内就職率45.1％（14名／31
名）※就職希望者を分母とするため大学院
進学者1名は除く）
・社長インターンシップ参加者
H28：2事業所：4名　→　H30：11事業所：15
名

○高知の企業や高知で働く魅力をさらに多
くの学生に知ってもらうことが必要
○インターンシップに参加する学生及びイ
ンターンシップ実施企業の拡大

①新規大卒者等の県内企業への就職促進【Ｒ２～Ｒ５】

県商工政策課
　・ＳＮＳ等を活用した情報発信の強化による高知求人ネット学生ページへの誘導
　・協定大学やＵターン就職サポートガイド等を通じた県内企業や就職関連情報の発信
　・本県出身学生の多い中四国の大学との連携強化
　・県内企業へのインターンシップ促進に向けた企業と学生のマッチング

＜県外大学生のU
ターン就職率＞
18.4％（H30）
　　　↓
35.0%（R5）

＜県内大学生等の
県内就職率＞
37.2％（H30）
　　　↓
42.0％（R5）

＜県内専門学校生
の県内就職率＞
71.7％（H30）
　　　↓
80.0％（R5）

○ ○

分野 商工業分野
戦略の柱 ６　産業人材の育成・確保

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

1
人材確保の推
進

【商40】
◆新規学卒者の県内就職促進（R2拡充）



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

分野 商工業分野
戦略の柱 ６　産業人材の育成・確保

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

①事業者の求人ニーズの掘り起こし【Ｒ２～Ｒ５】

　高知県産業振興センター：事業戦略の策定・実行支援を通じた人材ニーズの掘り起こしを行う
　（一社）高知県移住促進・人材確保センター：事業者への訪問により、求人ニーズの掘り起こしを行う

②人材の掘り起こし、企業とのマッチング【Ｒ２～Ｒ５】

　（一社）高知県移住促進・人材確保センター：ＵＩターン等転職希望者に対し、センターの高知求人ネットによる
情報発信や首都圏等で開催する就職相談会での相談対応等を通じて、求職登録者の増加を図り、マッチング
を拡大する

＜中核人材のマッチ
ング件数＞
87件（H30）
        ↓
100人（Ｒ５）

○ ○

①プロフェッショナル人材戦略拠点によるマッチング支援【Ｒ２～Ｒ５】

  県商工政策課、東京事務所、大阪事務所：プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、県内企業のニーズの
把握や、都市部企業の開拓を行う
　（一社）高知県移住促進・人材確保センター：事業戦略の策定・実行支援を行う産業振興センターと連携して
プロフェッショナル人材の求人ニーズの掘り起こしを行うとともに、都市部における地方での兼業・副業等希望
者とのマッチングを強化する

＜プロフェッショナル
人材のマッチング件
数＞
5件（H30）
       ↓
20人（Ｒ５）

○ ○

○移住促進・人材確保センターによる求人
の磨き上げと「高知求人ネット」への登録及
び情報発信に加えて、求職者獲得に向け
たＰＲと「就職・転職フェア」等を通じたマッ
チング機会を提供することにより、就職者数
が増加
・高知求人ネットのアクセス数（セッション
数）
　H28：約16万　→　H30：約25万
⇒新規求人件数
　H28：250件　→　H30：446件
⇒新規求職登録者数
　H28：746件　→　H30：751件
⇒登録者の県内企業への就職者数
　H28：56件　→　H30：105件

○都市部の方が魅力的と感じる仕事の掘り
起こし及び情報発信の磨き上げによる求職
者とのマッチング

①ＵＩターンの促進【Ｒ２～Ｒ５】

　県商工政策課、（一社）高知県移住促進・人材確保センター
　・本県へのＵＩターン就職希望者と県内求人企業の双方に求人・求職情報の提供
　・無料職業紹介所の運営（県内求人企業への就職斡旋、紹介状の発行）
　・ＵＩターン就職相談会の開催、求職者登録の促進

＜高知求人ネットへ
の登録者の県内企
業への就職者数＞
105人（H30）
　　　↓
140人（Ｒ５）

○ ○

○ジョブカフェこうちにおいて、若年求職者
等のミスマッチのない就職と職場定着を促
進するため、キャリアコンサルタントによる
相談、セミナー開催、職場体験講習等を実
施した。

・セミナー参加者数
H28：1,129人
H29：1,481人
H30：  814人

・職場体験講習受講による就職者数（うち
正規雇用者数）
H28：167人（75人）
H29：145人（69人）
H30： 68人（29人）

（参考）
H28～30実績
・来所者数　33,153人
・相談件数　17,582件
・就職者数　 2,382人

○就職氷河期世代の労働者のうち不安定
就労者の正社員就職に向けた支援

【商42】
◆就職氷河期世代の就職支援（R2新規）

①就職相談の実施【R２～R５】

・県雇用労働政策課：相談から就職までと就職後も担当したキャリアコンサルタントが継続して就職・定着支援
を行う

②少人数セミナーの実施【R２～R５】

・県雇用労働政策課：就職氷河期世代の不安定就労者が抱える課題や強み・弱みに向き合うセミナーを実施
する

③出張相談会の実施【R２～R５】

・県雇用労働政策課：就職氷河期世代の家族等を対象に、就職氷河期世代の方の就職に向けた出張相談会
を実施する

④職場体験講習の実施【R２～R５】

・県雇用労働政策課：35～49歳の求職者を対象に、就職を希望する企業での仕事体験を通じて正社員就職を
目指す講習を実施する

＜職場体験講習の
35～49歳の受講者
の就職率＞
　　　－
　　　↓
70.0％ （R5）

＜就職後３か月時
点の定着率＞
　　　－
　　　↓
80.0％ （R5）

○

1
人材確保の推
進

○事業戦略の策定支援や企業訪問等を通
じて、中核人材の求人件数、マッチングが
増加
・企業からの相談件数（企業訪問によるも
のを含む）
　H28：250件　→　H30：599件 
⇒求人件数
　H27：137件→H30：351件

⇒求職者数　Ｈ28：56件　→　H30：751件　

・東京駐在コーディネーターによる首都圏企
業への情報提供　　　 H30：371件

・東京駐在コーディネーターによる首都圏在
住求職者面談　　　　　H30：93件

⇒中核人材のマッチング件数
　H27　11件　→　H30：87件

⇒プロフェッショナル人材のマッチング件数
　H30：5件

○中核人材だけでなく、小規模事業者の人
材面での課題に対応する人材の確保

○県内事業者の経営課題の解決等に資す
る外部人材の受入の推進

【商41】
◆移住施策と一体となった中核人材の確
保



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

分野 商工業分野
戦略の柱 ６　産業人材の育成・確保

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

○外国人が安心して地域で生活できるよう
医療や福祉、労働、教育などの生活に関わ
る様々な事柄について、外国人労働者等か
らの相談を受け、適切なアドバイスや的確
な対応機関への誘導を行うため、「高知県
外国人生活相談センター」を設置、運営す
る。
・外国人生活相談センター開所(R1.5.31)

○相談業務の多言語対応や、遠隔地での
出張相談など、相談体制の強化

○外国人材に関するニーズの把握や、企
業と外国人材とのマッチングなど県内企業
の外国人材確保の支援が必要

【商43】
◆外国人材の受入環境の整備（R2拡充）

①外国人受入環境の整備【Ｒ２～Ｒ５】

・県雇用労働政策課：外国人が生活・就労等に関する適切な情報に速やかに到達できるよう、情報提供・相談
を行う一元的な窓口である「高知県外国人生活相談センター」を設置、運営する

②県内企業等の外国人材確保の支援【Ｒ２～Ｒ５】

・県雇用労働政策課：外国人材に対するニーズ調査を行い、海外の自治体との信頼関係の構築を通じた特定
技能等の外国人材の確保に向けた取り組みを進める

＜センター相談件数
＞
280件（R1見込）
　　↓
400件（R5）

○

○生産性の向上や従業員が働き続けられ
る企業を目指して、労働条件・労働環境の
整備や経営計画の策定、人材育成などを
テーマとするセミナーを開催し、企業の取り
組みを促進
　・大規模セミナー　
　　　H29：7回　347社　499人
　　　H30：4回　204社　275人
　・ミニセミナー
　　　H29：3回　9社　13人
　　　H30：6回　60社　71人

　・新入社員を対象にした、職場定着支援
セミナー（ジョブカフェこうち）
H29：３回  119人
H30：３回   88人

○働き方改革セミナー等での気づきを行動
につなげる展開

○新入社員の離職防止

○企業の経営者や人材育成担当者等への
人材育成の意識の醸成

【商44】
◆従業員の定着対策

①セミナーの開催【R２～R５】

【R2～R3】
・県雇用労働政策課：新入社員を対象に、職場定着支援セミナーを実施する
・県雇用労働政策課：県内の中小企業を対象に、企業に講師を派遣する人材育成・定着セミナーを実施する

（再掲）
②働き方改革を進めるための意識醸成【R2～R5】
③プッシュ型支援を柱とした企業の体制づくり【R2～5】
④ロールモデルの横展開【R2～R5】

＜セミナー参加者数
＞
1,065人(H29～30累
計)
　　　　　↓
1,600人(R2～R5累
計)

○

（再掲）
○IT・コンテンツネットワークによる人材確
保
・庁内外の組織・企業と連携し、首都圏等で
の交流会などを通じて人材を掘り起こし、
ニーズの把握や県内企業の事業内容・魅
力を紹介するなど個別サポートを実施し、
人材確保を促進
　会員数
　　　H27：－人→　R元.11：372人

（再掲）
○人材の掘り起こし機会の拡大
・人材確保を図るためには、関係部署や
ネットワークをもつ企業等と連携し、U・Iター
ン、地方への移住、本県に興味・関心のあ
る方にリーチする機会を増やすことが必要

（再掲）【商06】
◆ＩＴ・コンテンツネットワークによる人材確
保等の充実・強化（Ｒ２拡充）

（再掲）
①人材の掘り起こし【R２～R５】
②個別サポートの実施【R２～R５】
③県内企業の就職先の掘り起こし【R２～R５】

（再掲）
＜ネットワーク登録
者数＞
254人(H29～H30累
計）
　　　↓
760人（H29～R5累
計）

○

2
人材育成の推
進

○高等技術学校において、ものづくり分野
の人材育成のための学卒者向けや企業在
職者向けの職業訓練の実施、また早期就
職を目指す離転職者向けの職業訓練を実
施
①高等技術学校における学卒者訓練（修
了生）
　　H28：40名（就職率85.0%）
　　H29：43名（就職率97.7%）
　　H30：44名（就職率86.4%）

②在職者訓練受講者数
　　H28：224名
　　H29：221名
　　H30：202名

③委託訓練の実施コース数、受講者数
　　H28：45コース、574名（就職率83.4%）
　　H29：48コース、573名（就職率80.7%）
　　H30：45コース、525名（就職率86.3%）

○職業訓練生の就職率の向上

【商45】
◆産業界のニーズに応じた人材の育成
（高等技術学校における多能工の育成
他）

①高等技術学校における学卒者訓練の実施【Ｒ２～Ｒ５】

　・高等技術学校：産業界のニーズに沿った基礎的な技能・知識の習得等のための訓練を実施し、地域産業を
担う人材を育成・輩出

②高等技術学校における在職者訓練の実施【Ｒ２～Ｒ５】

　・高等技術学校：産業界や企業のニーズに合った「レディメイド型研修」、「オーダーメイド研修」の設定
　・高等技術学校：企業在職者に必要な資格の取得や、スキルアップを目指した訓練の実施

③民間教育訓練施設を活用した離転職者訓練（委託訓練）の実施【Ｒ２～Ｒ５】

　・高等技術学校：企業や求職者等のニーズに応じたビジネスマナー等の基礎的訓練や資格取得を目指した
訓練の実施
　・高等技術学校：企業実習を併用したより実践的な訓練の実施

＜入校生の就職率
＞
86.4％（H30）
　　↓
100％（R5）

＜在職者訓練受講
者数＞
800人（H28-R1)
　　　　※見込み
　　↓
850人（R2-R5)

③＜委託訓練受講
者の就職率＞
86.3％(H30）
　　↓
86.3％（R5）

○

1
人材確保の推
進



① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

分野 商工業分野
戦略の柱 ６　産業人材の育成・確保

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

○伝統的工芸品産業等後継者育成対策事
業による短期体験研修や研修生受入事業
の実施
・短期研修の実施状況
　Ｈ26：3名(和紙1名、硯2名) Ｈ28：1名(硯)
　Ｈ29：1名(硯) H30：2名(和紙1名、硯1名)
・長期研修の実施状況
　Ｈ27：5名（和紙2名、打刃物2名、硯1名）
  Ｈ28：5名（和紙2名、打刃物2名、硯1名）
　H29：8名（和紙2名、打刃物4名、硯2名）
　H30：6名（和紙1名、打刃物4名、硯1名）

・伝統的産業に興味のある人材の発掘・育
成と販路開拓
・研修希望者の受入生産者の確保、負担軽
減
・研修後、後継者として地域に定着するた
めのフォローが必要 【商46】

◆伝統的工芸品産業等の人材育成

①伝統的工芸品産業等後継者育成対策事業の実施

・県工業振興課、市町村
　：伝統的工芸品産業等を担う後継者の育成を行うため、短期・長期研修や研修環境の整備を行う
　：鍛冶屋創生塾での後継者育成を支援するため、継続して運営をサポートする

＜後継者育成長期
研修修了生＞
3人（H30）
　　　↓
11人（R５）

○

（再掲）
①技術者養成講座等による専門人材の養成（工業技術センター）【Ｒ２～Ｒ５】

（再掲）
＜技術者養成講座
等の受講者数（工業
技術センター）＞
498人（H30）
　　　↓
500人（R５）

○ ○

（再掲）
①技術者養成講座等による専門人材の養成（紙産業技術センター）【Ｒ２～Ｒ５】※再掲

（再掲）
＜技術研修の受講
者数（紙産業技術セ
ンター）＞
1,088人
（H28～R元累計）
　　　↓
1,000人
（Ｒ２～R５累計）

○ ○

（再掲）
○IT・コンテンツアカデミーによる人材育成
・更なる企業集積、雇用の創出を図るた
め、平成30年度から業界の求める知識や
技術を持つ人材を育成するIT・コンテンツア
カデミーを開講
・中学生から社会人まで幅広く受講をいた
だき、受講生から県内企業への就職者が
出るなど人材育成が進みつつある
　受講者数
　　H27:247人→R元.12：1,172人

（再掲）
○IT・コンテンツアカデミーの充実・強化
・県内IT・コンテンツ企業で活躍する人材の
さらなる育成に加え、Society5.0関連企業
の誘致や県内企業のデジタル化推進のた
めの人材育成
など、アカデミーの役割が大きくなっている
ことから、アカデミーの質的・量的（講座内
容の充実、定員・受講対象範囲の拡大な
ど）なバージョンアップが必要

（再掲）【商05】◆
ＩＴ・コンテンツアカデミーによる人材育成
の充実・強化（Ｒ２拡充）

（再掲）
①IT・コンテンツアカデミーの開講【R２～R５】

（再掲）
＜IT・コンテンツアカ
デミーのべ受講者
数＞
3,456人(H30）
　　　↓
21,000人(H30～R5
累計）

○

3
円滑な事業承
継の推進

○事業承継ネットワークによる事業承継
ニーズの掘り起こしと支援体制の強化
・ネットワーク参加機関：32機関
⇒ネットワーク構成機関による事業承継診
断の実施
　　H30：1,428件

○事業引継ぎ支援センターよる事業者への
啓発と事業承継相談への対応
⇒事業者からの譲渡相談
　　H27：21件　→　　H30：51件

○第三者承継支援を担う実務専門家の育
成
・士業専門家、事業承継ネットワーク構成機
関向け実務者育成セミナーの開催
　　H30：4回、参加者：延べ241名
⇒事業承継ネットワーク登録専門家
　　H30：11名

・（株）日本M&Aセンターと「連携と協力に関
する協定」締結（H30.9）

○潜在化しているニーズの更なる掘り起こ
し

○掘り起こしたニーズの具体的な相談への
誘導

○事業の後継者となりうる人材等の確保及
び第三者承継の実務を担う士業専門家の
拡大

【商48】
◆事業者の事業承継ニーズの掘り起こし
とマッチング機能の強化による事業承継
の促進

①事業承継ニーズの掘り起こし【Ｒ２～Ｒ５】

　県商工政策課、事業承継ネットワーク
　・商工会・商工会議所等による掘り起こしの強化
　・高知県中小企業団体中央会を通じた業界団体への広報
　　(組合総会等での説明による事業引継ぎ支援センターへの相談誘致)

②事業者の診断内容の精査と専門機関への相談につなげる取り組みの強化【Ｒ２～Ｒ５】

　県商工政策課、事業承継ネットワーク
　・ブロックコーディネーターによる商工会等へのアドバイスの実施

③事業引継ぎ支援センター等のマッチング機能の強化及び士業専門家による第三者承継の実務への支

援【Ｒ２～Ｒ５】

　県商工政策課、事業承継ネットワーク、事業引継ぎ支援センター
　・土佐ＭＢＡ講座の実施等による後継者人材バンク等の登録拡大
　・都市部における個別相談会等の実施
　・Ｍ＆Ａ経費の融資に係る保証料補給制度の実施
　・第三者承継支援を行う士業専門家へ助言等を行うアドバイザーの配置

＜事業承継等に係
る譲渡相談件数＞
51件（H30）
　　　↓
300件（R５）

＜事業承継ネット
ワークによる事業承
継等のマッチング件
数＞
20件（H30）
　　　↓
100件（R５）

○ ○

2
人材育成の推
進

○機械・金属、化学、食品加工企業等に対
する技術人材を育成するための技術研修
等を実施

（１）工業技術センター
　専門的技術研修（酒造技術研究会、材料
工学論、IoT技術講習会、材料試験、分析
化学等）の実施　
　　H30：35コース498人参加

（２）紙産業技術センター
　①ものづくり技塾　H29：５回開催５人参加
　②分科会活動　H30：17回開催267人参加
　③開放試験設備利用研修
　　　H30：16回開催28人参加
　④その他の研修、講演会（中核人材育成
講座、紙産業技術初任者研修、経営技術
講演会、手すき和紙研修、客員研究員によ
る講演会等）
　　　H30：10回開催185人参加

○企業の生産性向上に関する取組の強化
が必要

【商47】
◆公設試験研究機関が行う技術研修
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分野 商工業分野
戦略の柱 ６　産業人材の育成・確保

基本方向
No. 取組方針 これまでの取り組みと成果 課題 具体的な取り組み

取り組み内容
（R2～R5）

＜指標＞
出発点

↓
目標値（R5）

【再掲】
○県内企業の働き方改革推進の機運醸成
を図るとともに、多様な人材が能力を発揮
できる職場環境づくりを推進することによ
り、企業等の生産性向上と人材確保に向け
た働き方改革の支援を行った
　また、人手不足が顕著な業種への支援を
強化した

【再掲】
○働き方改革を進めるための意識醸成
○プッシュ型支援を柱とした企業の体制づ
くり
○企業の生産性向上に向けた支援
○ロールモデルの横展開

（再掲）【商03】
◆経営基盤強化と連動した企業の働き方
改革への支援(R2拡充)

【再掲】
①働き方改革を進めるための意識醸成【R2～R5】
②プッシュ型支援を柱とした企業の体制づくり【R2～R5】
③企業の生産性向上に向けた支援【R2～R5】
④ロールモデルの横展開【R2～R5】

【再掲】
＜ワークライフバラ
ンス推進延べ認証
企業数＞
233社・団体(H19～
H30累計)
　　　　↓
510社・団体(H19～
R5累計)

＜年次有給休暇の
取得率＞67.2％

＜男性の育児休業
取得率＞25.6％

○

○高等技術学校において、ものづくり分野
の人材育成のための学卒者向けや企業在
職者向けの職業訓練の実施、また早期就
職を目指す離転職者向けの職業訓練を実
施
①高等技術学校における学卒者訓練（修
了生）
　　H28：40名（就職率85.0%）
　　H29：43名（就職率97.7%）
　　H30：44名（就職率86.4%）

②在職者訓練受講者数
　　H28：224名
　　H29：221名
　　H30：202名

③委託訓練の実施コース数、受講者数
　　H28：45コース、574名（就職率83.4%）
　　H29：48コース、573名（就職率80.7%）
　　H30：45コース、525名（就職率86.3%）

○職業訓練生の就職率の向上

【商49】
◆従業員の能力開発支援

（再掲）
①高等技術学校における学卒者訓練の実施【Ｒ２～Ｒ５】
②高等技術学校における在職者訓練の実施【Ｒ２～Ｒ５】　
③民間教育訓練施設を活用した離転職者訓練（委託訓練）の実施【Ｒ２～Ｒ５】

＜入校生の就職率
＞
86.4％（H30）
　　↓
100％（R5）

＜在職者訓練受講
者数＞
800人（H28-R1)
　　　　　※見込み
　　↓
850人（R2-R5)

＜委託訓練受講者
の就職率＞
86.3％(H30）
　　↓
86.3％（R5）

○

○新規高卒者の離職防止のため、社会人
としての心構えやマナーを学ぶセミナーを
県内企業就職内定者及び新入社員を対象
にそれぞれ実施した。また、新卒者採用企
業には、人材育成・社員の定着支援のため
のセミナーを実施した。

・就職内定者対象「ブラッシュアップセミ
ナー」
　H28：４回　234人
　H29：５回　291人
　H30：５回　323人
・新入社員対象「スタートダッシュセミナー」
　H29：３回　119人
　H30：３回　 88人
・新入社員採用企業対象「人材育成」セミ
ナー
　H29：３回　146人
　H30：６回　134人

○県立高校において、就職アドバイザー等
が、生徒へ企業情報提供・相談及び定着指
導を行うとともに、定着支援に重点を置い
た企業訪問を行った。

・就職アドバイザー企業訪問件数
　H28：908件
　H29：809件
　H30：709件

○安易な離職・転職を防ぐための、継続し
たセミナー開催やキャリアコンサルタントの
相談対応による定着支援

【商50】
◆新規高卒就職者の離職防止

①就職内定者対象のセミナーの実施【R２～R５】

・県雇用労働政策課：就職が内定した高校３年生を対象に、社会人としての心構えを学ぶとともに地域同期づ
くりを目指すセミナーを実施する

②セミナーの開催【R２～R５】（再掲）

・県雇用労働政策課：新入社員を対象に、職場定着支援セミナーを実施する
・県雇用労働政策課：県内の中小企業を対象に、企業に講師を派遣する人材育成・定着セミナーを実施する

③就職相談の実施【R２～R５】（再掲）

・県雇用労働政策課：相談から就職までと就職後も担当したキャリアコンサルタントが継続して就職・定着支援
を行う

④就職支援アドバイザーによる企業訪問　【R２～R５】

【R2～R3】
・県教委高等学校課：県立高校において、就職アドバイザーが定着支援に重点を置いた企業訪問を行う

＜新規高卒者の１
年目の離職率＞
21.6％
　　　↓
全国平均以下にす
る（R5）

（参考）
H30.3月卒業生の１
年目の離職率（全国
平均）：16.8％

○

4
働き方改革の推
進


